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１ 趣旨 

 群馬県福祉医療制度在り方検討会は、社会経済情勢の変化を踏まえ、厳しい財政状況

の中で県民のニーズに応えるとともに、安定的で持続可能な福祉医療制度の在り方等に

ついて検討するため設置され、平成２９年２月に第１回の検討会を開催し、平成３０年

１２月の第７回の検討会まで議論を重ね、平成３１年３月に群馬県福祉医療制度在り方

検討会報告書を取りまとめた。 

 報告書で提言のあった見直しのうち、入院時食事療養費標準負担額助成（以下「食事

療養費助成」という。）の自己負担の導入については平成３１年４月から実施され、医

療費助成の所得制限（以下「所得制限」という。）の導入については、具体的な制度設

計や利用者・関係者への周知、事業実施主体である市町村の手続や準備に時間を要した

こともあり、令和５年８月に実施された。 

 また、報告書において、検討会で議論した結果が制度としてどのような形で動いてい

くのか検証することが大切であること、その検証は、県だけでなく専門家の意見も必要

であるとした。 

 このような提言を踏まえ、食事療養費助成及び医療費助成の見直し後の状況を報告す

るとともに、同じく県に提案のあったその他の意見についても対応状況を報告すること

として、令和７年２月に改めて第８回の検討会を開催し、これらについて検証を行っ

た。 

 報告書で指摘されている少子高齢化の状況は変わらず、また同じく応能負担を求める

国の医療保険制度改革については、後期高齢者医療において２割負担が導入されるな

ど、将来の福祉医療制度の運営に関する懸念は、検証を行った時点においても、何ら変

わりはない。 

 今回、検討会として検証の結果をまとめ、報告書の付録とするものであり、今後の将

来的な在り方の検討の一助となることを希望するものである。 

 

令和７年８月 

群馬県福祉医療制度在り方検討会 
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２ 提言の内容 

 (1) 見直しの概要 

   見直しの概要については、下表１のとおり。 

 

 表１ 福祉医療制度の見直しの概要 

項目 食事療養費 医療費 

見直しの

可否 

入院と在宅等との費用負担の公平

性及び制度の持続可能性等を踏ま

え、食事療養費助成については、

低所得者に配慮したうえで、見直

すべき 

公平性の確保や国が進める応能負

担の方向性、制度の持続可能性を

踏まえ、今回必要な見直し（所得

制限の導入）を行うべき 

見直しの

範囲 

「子ども」及び「母子家庭等」に

ついては現行どおり助成を継続す

べき 

子ども医療費助成については現行

どおり助成を継続すべき 

母子家庭等については既に所得制

限が導入されていることから、現

行どおりの制度とすべき 

「重度心身障害者」については、

受給者の状況を十分に踏まえたう

えで、見直しを検討すべき 

「重度心身障害者」については、

様々な課題があることを踏まえ、

見直しを検討すべき 

実施内

容・時期 

見直しの実施（所得制限による自

己負担の導入）に当たっては、市

町村や関係団体などの準備が整

い、また対象となる受給者に対す

る十分な準備・周知期間を設けた

うえで実施すべき 

所得制限のラインをどの所得区分

で引くかについては、世帯の平均

所得を考慮し、また新たな仕組み

を考えるのではなく、他の都道府

県で多く活用されている基準を参

考にして導入するのが妥当 

所得制限の導入に当たっては、市

町村等の準備が整い、受給者に対

する十分な周知期間を設けたうえ

で実施すべき。 

また、既受給者に対しては、経過

措置など変化に対応できる十分な

準備期間を設けるべき 

 

 (2) その他検討会における意見 

   直接見直しに関わる事項ではないものの、今後制度を安定的に維持運営していくた

めに必要と考えられる意見も多く出された。 
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 他の公費負担医療制度優先の原則について 

 他の障害者施策の充実について 

 医療費の適正化に関する取組について 

 今後の検討会の在り方について 

 

３ 食事療養費助成に関する見直し 

 (1) 導入までの過程 

   平成２９年７月１３日の第３回検討会において、「入院時食事療養費標準負担額助

成の在り方に関する中間報告（案）」について、一部修正の意見を付した上で了承さ

れた（この中間報告における食事療養費助成に関する見直しの内容は、前記２(1)表

１の見直しの概要に記載の内容と同じ。）。 

   中間報告を踏まえた県の方針については、より具体的な内容の検討を行い、食事療

養費助成の対象は、受給資格者のうち住民税非課税世帯の者が「標準負担額減額認定

証」（以下「減額認定証」という。）を使用して入院療養した場合とし、その実施時期

は平成３０年１０月からとした。 

   平成２９年１０月に、中間報告及び中間報告を踏まえた県の方針について、市町村

に通知し、具体的な調整を開始した。平成３０年１月には、見直しの是非については

市町村の同意が得られたが、見直しの時期については再検討となり、最終的には平成

３１年４月からの実施となった。 

   この後、各市町村において福祉医療費支給条例の関係規定の改正手続が行われ、県

と市町村とで事務の摺り合わせを行い、予定どおり平成３１年４月の診療分から食事

療養費助成の自己負担を導入した。 

 

 (2) 見直しの実施 

  ア 見直しの範囲 

    見直しの範囲は、報告書の提言どおり重度心身障害者のみとした。 

 

  イ 食事療養費助成の対象 

    食事療養費助成の対象は、住民税の非課税世帯とし、具体的な支給条件は、医療

機関において減額認定証の提示等を行い、所得区分がオの場合とした。したがっ

て、非課税世帯の受給資格者であっても医療機関において減額認定証の提示等を行

わないと、食事療養費助成を受けられないこととしている。 

    減額認定証の提示等については、適用される区分の確認を行うことで非課税世帯

であることを医療機関で確実に把握することと、医療機関が区分を把握すること

で、当該区分に応じた入院時食事療養費標準負担額を適正に請求することも意図し

ている。 
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 (3) 見込み 

   福祉医療費（県補助額）（以下「助成額」という。）については、約２億３千万円の

減少と見込んだ。 

 

 (4) 結果 

  ア 食事療養費助成の自己負担の導入による助成額の推移 

    食事療養費助成の自己負担の導入年月（平成３１年４月）の前後１年間における

食事療養費助成の件数及び助成額は、下表２のとおりであり、助成額について、導

入年月の前後１年間を比較し、約４億６千万円の減少（約６９．７パーセントの減

少）と推計した。 

 

  表２ 食事療養費助成の自己負担の導入による助成額の推移 

 平成 30 年４月 

～平成 31年３月 

平成 31 年４月 

～令和２年３月 
前年比 

件数 67,027 件 36,553 件 ▲30,474 件 ▲45.47％ 

助成額 666,251 千円 202,173 千円 ▲464,078 千円 ▲69.66％ 

 

  イ 結果の内訳 

    上記(2)イのとおり、食事療養費助成の自己負担の導入に当たっては、医療機関

において減額認定証の提示等を行うことを条件とし、その適正な請求が行われるこ

とも意図している。 

    このため、減少額約４億６千万円の内訳については、①自己負担の導入により減

少した分と、②制度の適正利用、すなわち減額認定証の提示等で、適正な入院時食

事療養費標準負担額の請求が行われたことにより減少した分とが、それぞれあると

推測する。 

    ①については、導入年月の前１年間の助成額（666,251 千円）に件数の減少率

（45.47%）を乗じ、約３億円と推計した。 

    ②については、助成額の減少額（464,078 千円）から上記①の金額（302,945 千

円）を控除し、約１億６千万円と推計した。 

 

 (5) 検証 

   委員からは次のとおり意見があった。 

 ６年前の検討の際に推計した減少額と比べて、今回の額が大きかったことを確認

した。 
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 自己負担の導入の影響は大きかったようだ。今までの制度と異なる部分があった

ので、患者本人、団体、市町村から、制度が変わったことによる混乱や意見があっ

たかどうかが大切である。 

 市町村の窓口でのクレームやトラブル、行政不服審査や裁判を通しての申立ては、

無かったことを確認した。 

 住民や当事者がどれだけ影響を受けたか、アンケートなどの調査が検証では大切

である。 

 医療機関でも情報が周知徹底されているか、検証が必要である。制度が利用可能

だが利用できなかったという結果が生まれないよう情報伝達を徹底して欲しい。 

 実際に減額認定証を提示すれば助成対象になるが、対象であるにもかかわらず提

示していないという方はわからない。今後マイナンバーが紐付けられればわかる

部分ではないか。 

 

４ 医療費助成に関する見直し 

 (1) 導入までの過程 

   平成３１年３月に報告書の公表を行い、令和元年５月の市町村説明会において重度

心身障害者医療費助成見直しの内容を説明するとともに、同年６月にその実施時期に

ついて各市町村に照会を行い、意見調整を図った。 

   令和元年１２月に所得制限の内容を特別障害者手当準拠とすること、及び実施時期

を令和５年１０月とすることとして、市町村に通知した。 

   その後、令和２年度から順次各市町村の福祉医療費支給条例の改正の手続が行わ

れ、令和５年６月までに全ての市町村において条例改正の手続が完了した。 

 

 (2) 見直しの実施 

  ア 見直しの範囲 

    見直しの範囲は、報告書の提言どおりに重度心身障害者のみとなった。 

 

  イ 所得制限の内容 

    所得制限の内容は、報告書の意見を踏まえ、特別障害者手当準拠とした。その基

準は、下表３のとおりとなる。 

 

 表３ 所得制限の基準（令和５年８月１日現在） 

 

扶養親族等の数 

受給資格者本人 配偶者又は扶養義務者 

所得制限基準額 収入額の目安 所得制限基準額 収入額の目安 

０人 360.4 万円以下 518.0 万円 628.7 万円未満 831.9 万円 

１人 398.4 万円 565.6 万円 653.6 万円 858.6 万円 
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２人 436.4 万円 613.2 万円 674.9 万円 879.9 万円 

３人 474.4 万円 660.4 万円 696.2 万円 901.2 万円 

以後１人につき 38 万円加算  21.3 万円加算  

 

 (3) 見込み 

   助成額については約２億円の減少と見込み、所得制限の対象となる人数については

約２，４００人と見込んだ。 

 

 (4) 結果 

  ア 該当者 

    令和５年８月１日時点における重度心身障害者医療費の所得制限の該当者数は、

１，３８２人となっている。なお、同時点の受給資格者は、３７，６３８人であ

る。 

 

  イ 医療費助成の所得制限導入に伴う助成額の推移 

    所得制限の導入年月（令和５年８月）の前後１年間における助成額の累計は、下

表４のとおりであり、助成額について、導入年月の前後１年間を比較し、約１億８

千万円の減少と推計した。 

 

   表４ 所得制限による助成額の推移 

R4.8～R5.7 診療分① R5.8～R6.7 診療分② 減少額①－② 

2,865,814 千円 2,681,348 千円 184,466 千円 

 

  ウ 資格喪失者の総医療費に与える影響 

    所得制限の導入により受給資格を喪失した者（以下「資格喪失者」という。）の

総医療費に与える影響を明らかにするため、資格喪失者（１，３８２人）のうち調

査可能な８９７人の総医療費を調査し、及び同数（８９７人）の受給資格を継続し

た者（以下「資格継続者」という。）の福祉医療費を調査し、下表５のとおり集計

した。 

    資格喪失者については、所得制限の導入の前後１年間の総医療費は、約１億７千

万減少（約１０パーセント減少）しており、一方、資格継続者については、同じく

福祉医療費は、約７千万円増加（約６パーセント増加）している。 
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   表５ 資格喪失者の総医療費と資格継続者の福祉医療費 

区分 
令和４年８月～ 

令和５年７月 

令和５年８月～ 

令和６年７月 
左の増減 左の割合 

資格喪失者の総医療費 1,827,743 千円① 1,653,903 千円 ▲173,840 千円③ ▲10％  

資格継続者の福祉医療費 1,182,808 千円  1,251,927 千円 69,119 千円  ＋6％② 

 

    仮に資格喪失者が受給資格を失っておらず、資格継続者と同程度の割合（約６パ

ーセント）で総医療費が増加していたと仮定すると、資格喪失者の総医療費は、約

１億１千万円の増加に転じる（①×②）。したがって、この仮定のもとでは、資格

喪失者の総医療費は、約２億８千万円分適正化されたこととなる（①×②－③）。 

 

図１ 資格喪失者の総医療費 

 

    また、この調査において、資格喪失者（１，３８２人）のうち対象となった者は

８９７人であるため、仮に資格喪失者の全員の総医療費の減少が同様であったとす

ると、資格喪失者の適正化された総医療費は、約４億３千万円（約２億８千万円

×1,382 人／897 人）の減少となる（ただし、下記(5)の検証にあるとおり、単純な

比較はできないという意見があることに留意）。 

 

 (5) 検証 

   委員からは次のとおり意見があった。 
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 導入前の推計と比べて、減少額が少なかったことを確認した。 

 市町村が業務を行う上で難しかった部分や、どう受け止められたかについて調査

を行うことが大切である。 

 市町村では、制度改正についての質問が複数件あった。 

 障害者団体からは、負担になったという意見が出た。 

 導入までの５年間が長く、導入直前は急な制度変更に感じた。当初は説明をしっ

かりと行っていたが、導入直前に再度説明が必要だった。 

 福祉の後退だと考えていたが、約２億円の財源が他の障害者施策の充実に活用さ

れていたことが理解できたので、所得制限の導入によって重度心身障害者の医療

費がある程度変わったとしても、福祉の後退にはならないと考える。 

 見直しによって生まれた財源がしっかりと他の障害者施策に使われているか、数

字で示せるとよい。 

 資格喪失者と資格継続者の対比において、所得制限がなければ資格喪失者も同じ

様に６パーセント医療費が増加していたという推計は無理があるのではないか。

可能性として含まれるということを注意書きの様な形で示しておくことも必要で

はないか。 

 資格喪失者と資格継続者の２年間がデータ的に同等かどうかということを把握す

るのは難しい。重度心身障害といってもいろいろな疾患が含まれている。 

 

５ その他検討会における意見の対応 

 (1) 他の公費負担医療制度優先の原則について 

  ア 災害共済給付との給付調整 

    災害共済給付との給付調整については、従前から市町村教育委員会と市町村の福

祉医療担当課との間で行っており、令和５年１０月からは、県教育委員会の協力を

得て県立の高校でも給付調整を開始した。直近の令和５年度の給付調整の実績（群

馬県から市町村への支払額）は、令和５年１２月分から令和６年３月分まで（４か

月分）で約５８７万円となっている。 

 

  イ 更生医療の適正利用の取組 

    障害者の医療費助成のうち、比較的支給額の大きい更生医療に着目し、更生医療

を受給できると見込まれる者に、積極的にその利用を進めることとし、利用者への

周知チラシの配布や市町村の財政担当課への協力依頼、地域別の調整会合の開催な

どの取組を行っている。 

 

 (2) 他の障害者施策の充実について 

   次の施策を行い、充実を図っていることを報告した。 
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 障害福祉サービス給付費 

 障害者福祉施設設備費補助 

老朽化や防災等による施設の建替や改修費等を補助 

 強度行動障害者への対応 

施設に対するコンサルテーションや設備改修費補助のほか、人材育成など 

 障害者芸術文化活動支援 

支援センター「こ・ふぁん」を開設。障害者の作品展示、研修やサポート等 

 医療的ケア児への対応 

医療的ケア児等コーディネーターの養成 

 

 (3) 医療費の適正化に関する取組について 

   次の取組を報告した。 

 ＃８０００（子ども医療電話相談）の周知 

市町村の広報誌やウェブページで周知を図るよう依頼。市町村の取組状況を把

握、助言 

 限度額認定証の取得促進 

適切な自己負担限度額での窓口請求により福祉医療費の過払いを防止 

 県民主体の健康増進につながる県公式アプリ「G-WALK+」の運営・普及推進 

 ジェネリック医薬品の推進 

インターネット動画広告や映画上映時の映像広告により理解を促進 

 

 (4) 検証 

   委員からは次のとおり意見があった。 

 障害福祉サービスを使う方はどんどん増えていて、障害福祉も含めて安定的で持

続可能な制度を作るという観点からすると、少しでも削減したい。その削減分が

障害福祉サービスの充実に使われることを前提に考えると、団体にとっても県民

にとってもやるべきことだったという理由になる。 

 他の障害者施策の充実について、財源をどう活かしているか数字で示せるとよ

い。引き続き検証を進めていって欲しい。 

 検討会開始時は金銭的なところが議論の対象だった。福祉の充実はマンパワーが

大事であり、この５年間で予算が削減でき、マンパワーで福祉の充実も対応でき

たところがあると考える。検証をする中ではマンパワーで充実したというところ

もあわせてやるとよい。 

 更生医療の併給促進について、自立支援医療は更生医療だけでなくて育成医療や

精神通院医療もあるので、そちらも並行して進めていって欲しい。 
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 災害共済給付の二重給付について、私立や県外の学校に通っている方は本人から

の申請でしか把握できず難しい。パンフレットを配ったり、ＨＰや広報に載せた

りして周知をはかっているが、進まないという現状がある。 

 昨年の 10 月からジェネリック医薬品でなく先発医薬品がよいという方には自己

負担が発生するということで社会的にシステムが変更になり、ジェネリック医薬

品を使う方が増えた。ジェネリック医薬品の促進という部分では大きく変わって

きている。 

 検討した５年前とは物価高騰など社会状況が変わってきている。３年に１回くら

いで検証するなどし、ある程度の流れが分かれば、それに対して群馬県がこうあ

るべきとわかる。 

 見直しによって新しい制度に変わり、市町村がよく理解して受給者の方にどう伝

えていくかが重要である。市町村への情報提供や連携について、丁寧な説明を行

うなどの工夫をこれからもお願いしたい。 

 年齢に対する課題、対象疾病に対する課題について資料があったが、次の課題と

して今後もある程度引き続き検証を行わなければならない。 
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群馬県福祉医療制度在り方検討会 検証経過 

 

第８回：令和７年２月１８日 

 ・委員の変更について 

 ・見直しの結果について 

 

群馬県福祉医療制度在り方検討会報告書（付録）制度への反映とその検証の追加 

令和７年８月 公表 
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群馬県福祉医療制度在り方検討会設置要領 
 
（目的） 
第１条  医療保険制度の改革等、福祉医療制度を取り巻く社会経済情勢の変化を踏まえ、厳しい

財政状況の中で県民のニーズに応えるとともに安定的で持続可能な福祉医療制度の在り方等

について検討するため、群馬県福祉医療制度在り方検討会（以下「検討会」という。）を設置

する。 
（検討事項） 
第２条 検討会は、次に掲げる事項を検討する。 
（１）福祉医療制度の課題及び対応 
（２）その他福祉医療制度に関する事項 
（組織） 
第３条 検討会は別表１に掲げる者をもって構成する。 
（座長） 
第４条  検討会に座長を置き、委員の互選により選任する。 
２ 座長は会務を総理する。 
３ 座長に事故があるときは、委員の互選によりその代理するものを選任する。 
（運営） 
第５条 検討会は座長が招集する。 
２ 座長は必要に応じて関係者の出席を求め、その意見を求めることができる。 
（ワーキンググループ） 
第６条 検討会にワーキンググループを置くことができる。 
２ ワーキンググループは別表２に掲げる者をもって構成する。 
（庶務） 
第７条 検討会の庶務は、健康福祉部国保医療課において処理する。 
（その他） 
第８条 この要領に定めるもののほか、検討会の運営に関して必要な事項は別に定める。 
 
   附 則 
 この要領は、平成２８年１２月１４日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、平成３０年５月１７日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、令和６年９月１７日から施行する。 
 
別表１ 検討会 

 委 員 有識者、受益者、医療関係者、市町村関係者 
 幹 事 県関係課長（介護高齢課、感染症・疾病対策課、障害政策課、生活こども課） 

 
別表２ ワーキンググループ 

構成員 県関係課職員（介護高齢課、感染症・疾病対策課、障害政策課、生活こども課） 
市町村関係者 
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群馬県福祉医療制度在り方検討会委員名簿 

 

区分 

分野・所属団体 

分野 所属団体 

有識者 

４人 

社会福祉 (社福)群馬県社会福祉協議会 

障害福祉・

雇用政策等 
上智大学総合人間科学部(元職) 

地方自治・

公共政策等 
白鷗大学法学部 

県民代表 

(県議会) 
群馬県議会健康福祉常任委員会 

受益者 

３人 

障害者 (公社)群馬県身体障害者福祉団体連合会 

子ども ぐんま地域活動連絡協議会 

母子家庭 (一財)群馬県母子寡婦福祉協議会 

医療関係者 

３人 

医科 (公社)群馬県医師会 

歯科 (公社)群馬県歯科医師会 

薬局 (一社)群馬県薬剤師会 

市町村 

２人 

市 群馬県市長会 

町村 群馬県町村会 

  計１２人 


